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東京１８区 
武蔵野・小金井・西東京 

円安・物価高騰による国民生活の苦境
が続いています。立憲民主党は、食料品
消費税率ゼロ％や、子育て世帯等向け
物価高食卓緊急支援金、保育士や医療福祉
従事者の処遇改善等を含む「くらし・い
のちを守り、賃上げを加速する緊急経済
対策」を発表しました。この緊急経済対策
を実現するため引き続き尽力します。 

依然として物価高対策は待ったなしの
急務です。国民の生活を守る努力を続け
た結果、与野党合意によりガソリン・軽油
減税を実現しました。 

そして、政策を実現し、今後も生活に
直結する諸課題を解決すべく、引き続き
力を尽くしてまいります。今後とも、皆
さまのご指導、ご鞭撻を賜りますよう、
よろしくお願い申し上げます。 

早いもので今年も残りわずかとなりま
した。１年間お世話になりありがとうご
ざいます。一段と寒くなりますが、風邪
等に気をつけて過ごして参りましょう。 

 今年９月、佐賀県警科捜研で DNA 型
鑑定の不正が７年余りも続いていた重大
事件が発覚しました。これは、一職員の
不祥事として終わらせるのではなく、政治 
の重要な課題と考え、松下玲子は 11 月 
19 日の法務委員会で質疑しました。 

DNA 型鑑定は「証拠の王様」と呼ば
れ、その不正や誤りは、裁判の公正を揺
るがせ、その結果、えん罪という重大な
人権侵害を引き起こしかねません。事件
発覚後、佐賀県議会の全会一致の決議を
無視し、第三者調査を県警が拒絶したこ
とは極めて不適切です。 

このような不正は、全国の警察で起こり 
得ると思われます。どんな組織でも間違い
が起こることはあり、だからこそ、不正
の事実を徹底的に明らかにするため、第
三者による客観的な調査が必須です。 

事件を反省し、不正や誤りを早期に発見
し正していく体制を整備しなければなり
ません。法律等で厳格にルール化するこ
とも視野に入れ、鑑定の信頼性を取り戻す 
ことが急務です。 

  


